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要　旨
　本研究では、組織間管理会計研究について、管理会計手法ベースで検討していく。まずは、
組織間管理会計のレビューについての整理を行い、組織間管理会計に関して、手法ベースで
のレビューが行われていないことを示す。その上で、組織間管理会計研究の普遍性を示すこ
とや、組織間管理会計研究による知見を管理会計実務向上に繋げていくことを目指して、管
理会計手法ベースで組織間管理会計研究を検討する。その結果として、組織間管理会計研究
の将来の展望として、最優先に検討するべき手法は品質原価計算であり、MFCAや BSCに
ついても検討していく必要があることを示す。特に、品質原価計算やMFCAに関しては、
単に既存の文献を組織間管理会計研究の知見に基づいて再検討するだけではなく、組織間管
理会計研究の知見に基づいた形でのケーススタディやフィールドワークが求められることを
示す。
1.　はじめに
　組織間管理会計は、日本の原価企画のようなバイヤー・サプライヤー間における管理会計
実務を発端として、海外で成立した管理会計の研究領域である。2015 年現在では、国内で
も組織間管理会計研究が行われている。そして、組織間管理会計研究による知見を整理する
ために、組織間管理会計研究を対象としたレビューも行われている。しかし、そのようなレ
ビューは、抽象的な理論や概念をレビューのフレームワークにした研究が多く、具体的な管
理会計手法と組織間管理会計を結びつけて整理するようなレビューは、未だ行われていない。
　とはいえ、組織間管理会計研究による知見が、原価企画のような特定の管理会計手法だけ
でなく、普遍的に管理会計一般に成立することを示すためには、組織間管理会計と多種多様
な管理会計手法との関連について整理する必要がある。加えて、組織間管理会計による知見
を、管理会計実務の向上に役立てていくためには、組織間管理会計が具体的な管理会計手法
とどのように関連するのかについて、分析する必要がある。そこで、組織間管理会計研究に
ついて、管理会計手法ベースで検討を行っていくことによって、新たな視点で組織間管理会
計の課題を抽出し、検討していく。
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2.　組織間管理会計の概要
2.1　組織間管理会計研究の意義
　組織間管理会計研究とは、組織の境界を越えて活用される管理会計を対象とする、管理会
計の研究領域である。このような組織間管理会計研究であるが、明確な定義は存在していな
い。例えば、窪田（2005）では、実務における企業間のコラボレーションなどの組織間マ
ネジメントをあつかう管理会計が組織間管理会計であり、そういった組織間マネジメントに
注目して、管理会計の機能や役割を検討するような研究が組織間管理会計研究である、と説
明される（p.165）。また、窪田・大浦・西居（2008）では、組織間管理会計は、「組織間マ
ネジメントの支援のために会計情報を収集・作成し、組織境界を越えて活用することを目的
とする管理会計の領域」であると説明される（p.114）。あるいは、坂口・河合（2011）では、
組織間管理会計は、「取引関係にある企業の行動に影響を与えるため、企業の公式・非公式
のコントロール・システムの設計や会計情報を中心とする多様な情報の利用を検討する管理
会計の研究領域」であると説明される（p.29）。しかし、こういった定義は、各々の論文に
おいて独自に設定されている。組織間管理会計研究において、共通して参照されるような明
確な定義というものは存在していない。
　本研究においては、上記のような定義を参照しながら、組織間管理会計を「ある組織が、
他の組織に働きかけるために、組織の境界を越えて用いるような管理会計」と定義する。ま
た、この定義に当てはまるような研究トピックを取り上げている研究を、組織間管理会計研
究と見なす。このような定義を設定した理由を示す。引用して確認したような定義は、定義
の条件がやや複雑であり、組織間において活用されている管理会計であっても厳密には定義
から外れてしまう状況が想定できる。そのため、なるべく簡便に、組織間において活用され
ている管理会計全てを組織間管理会計の定義に含めることを狙って、上記の定義を定めた。
　続けて、本研究では、組織間管理会計研究の論点として、組織間の「情報共有」、「信頼」、
および「コントロール」を指摘する。このような論点と、組織間において活用される管理会
計との関連について議論されている。この三点が、組織間管理会計研究において、どのよう
に取り上げられているかについて、幾つかの文献を示す。
　情報共有については、例えばCooper and Slagmulder（1999）が、企業間で連携してコス
トマネジメントを行っていくためには情報共有が必要であるといった主張を行っている
（pp.106-108）。あるいは、小林（2004）は、共有した情報を用いることによって、関係を
構成する個々の組織に利益をもたらすような取り組みが効果的に進むと考えられるので、組
織間におけるマネジメントコントロールにおいて情報共有が重要である、と主張している
（p.6）。このように、情報共有に関しての議論が行われている。
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　また、信頼については、例えばCooper and Slagmulder（1999）が、バイヤー・サプライヤー
間における信頼関係が両者の互恵的な相互作用を可能にするので、信頼関係が組織間におけ
るコストマネジメントの基礎となるといった主張を行っている（pp.92-93）。あるいは、小
林（2004）が、組織間において情報の共有と信頼が密接に関係していて、特に情報共有の
進展によって、組織間の信頼が高まることを主張している。（p.8）。このように、信頼に関
しての議論が行われている。
　そして、コントロールについて、例えば窪田（2008）が、組織間管理会計研究では、組
織間コントロールにおける管理会計情報の活用について検討されていると指摘している
（pp.89-90）。あるいは、Van der Meer-Kooistra and Vosselman（2000）が組織間のマネジ
メントコントロールについて、市場のメカニズムに基づく「市場ベース」、階層関係に基づ
く「官僚制ベース」および信頼関係に基づく「信頼ベース」の三種類のコントロールが存在
するという分類を行っている（pp.58-59）。このように、コントロールに関しての議論が行
われている。
　組織間管理会計研究においては、このように、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」
が議論されている。更に、先述した先行研究からもわかるように、情報共有と信頼、および
信頼とコントロールは相互に関係し合っている。小林（2004）が、組織間における情報共
有と信頼の密接な関係を主張していることは、先に示した通りである。また、Van der 
Meer-Kooistra and Vosselman（2000）が、組織間のマネジメントコントロールの類型の一
つとして、信頼関係に基づいた信頼ベースのコントロールの存在を指摘していることも、先
述した通りである。このことから、信頼関係が組織間コントロールにおける重要な要素の一
つであることがわかる。
　組織間管理会計には、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」以外の議論も確かに
存在するのだが、この三点の間に存在する相互関連を踏まえると、この三点を組織間管理会
計の論点と位置付けることによって、組織間管理会計研究の理論が把握しやすくなる。
　このような、組織間管理会計研究における論点を、管理会計と関連させることで、組織間
において管理会計がどのような仕組みで成立しているのかを確認することができる。特に、
組織間管理会計研究の論点を、具体的な管理会計手法と関連させることで、組織間における
管理会計実務の課題の抽出や、実務の改善に繋がっていくことが期待される。
2.2　組織間管理会計の成立背景
　組織間管理会計研究が、どのような経緯を経て成立したのかについて、坂口（2007）を
参照して示す。日本企業の競争優位をきっかけに、1990 年代前半に日本企業のバイヤー・
サプライヤー関係が注目されるようになった。そして、管理会計領域においても、原価企画
などの日本のコストマネジメントが欧米でも検討されることになった。その後、1990 年代
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後半には、欧米企業における組織間関係を対象とした研究や、管理会計研究のテーマとして
組織間関係の問題をどのように取り上げるかを検討するような研究が出現した。2000 年代
には、組織間関係におけるマネジメントコントロールが広く検討されるようになった
（pp.118-121）。以上が組織間管理会計研究成立の経緯である。具体的な研究としては、例え
ば組織間における管理会計について注目した初期の研究であるGietzman（1996）では、製
造業における組織間の相互作用と関連して、当時の日本企業の実務の存在を踏まえた上で、
アメリカ的な会計に変化の必要があるとの主張が行われている（pp.611-612）。このように、
組織間管理会計が成立した背景には、1990 年代の日本的管理会計が、アメリカにおいて先
進的であると認識され、注目されたという事実がある。
3.　組織間管理会計のレビュー
　組織間管理会計研究において、管理会計手法をフレームワークとしたレビューが行われて
いないということを示すために、組織間管理会計研究をレビューしている文献についての整
理を行う。まずは、海外の研究と国内の研究のそれぞれについて、組織間管理会計研究をレ
ビューしている文献を列挙し、その内容を示す。そして、取り上げた文献がどのような視点
やフレームワークからレビューを行っているかについて整理する。
3.1　海外のレビュー
　まずは、海外のレビューについての整理を行っていく。取り上げる論文は、Caglio and 
Ditllo（2008）と、Anderson and Dekker（2009a, 2009b）と、Meira et al.（2010）である。
　Caglio and Ditllo（2008）は、企業間関係におけるマネジメントコントロールという観点
から、組織間管理会計研究のレビューを行っている。レビューのフレームワークとしては、
コントロールを更に「コントロールの類型」、「マネジメントコントロールのメカニズム」お
よび「コストや会計によるコントロール」の三段階に区別し、それぞれについてのレビュー
を行っている。「コントロールの類型」と「マネジメントコントロール」の分類上の違いと
しては、後者はマネジメントコントロールそれ自体を扱っているような研究のことを指す。
マネジメントコントロールを、広くコントロール全体についての理想的な形式やパターンに
組み入れるような研究は後者には含まれない。また、「コストや会計によるコントロール」
は一見管理会計手法と関係のあるようなレビューのフレームワークである。しかし、実際に
はコストや会計によるコントロールが、ダイアドなのかネットワークなのか（関係性が一つ
なのか、それ以上なのか）などといった側面に焦点が当てられている（pp.866-890）。
　Anderson and Dekker（2009）の二本の論文は、サプライチェーンにおけるコストマネジ
メントのレビューを行った連続した論文である。Anderson and Dekker（2009a）においては、
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サプライチェーンにおける構造レベルでのコストマネジメントについて議論されている。具
体的には、自製・購入・提携についての意思決定や、サプライヤー選択、共同製品開発など
がトピックとして取り上げられている（pp.204-216）。一方で、Anderson and Dekker（2009b）
においては、サプライチェーンにおける実施レベルでのコストマネジメントについて議論さ
れている。具体的には、財務業績の測定や、サプライヤーに対するモニタリング・フィード
バックなどがトピックとして取り上げられている（pp.292-301）。
　Meira et al.（2010）においては、組織間管理会計について、「管理会計文献において説明
される組織間関係の種類」と、「組織間関係を対象とした管理会計の先行文献において採用
されている理論的アプローチ」という二つの視点からレビューを行っている。組織間関係の
種類としては、「サプライチェーン」、「アウトソーシング」および「その他の組織間関係」
の三分類に関して文献の整理を行っている。また、理論的アプローチとしては、「取引コス
ト理論」、「構造化理論」、「進化理論」および「アクターネットワーク理論」の四種類の理論
に関して文献の整理を行っている（pp.151-163）。海外においては、上記のような組織間管
理会計のレビュー研究が行われている。
3.2　国内のレビュー
　次に、国内のレビューについての整理を行っていく。取り上げる研究は、坂口（2002）、
瀬古・坂根（2004）、窪田（2005）、大浦（2006）、坂口（2007）、窪田・大浦・西居（2008）、
坂口・河合（2011）である。
　坂口（2002）は、日本において海外の組織間管理会計研究を取り上げた初期のレビュー
である。レビューにおいて明確なフレームワークは採用されていない。レビューの内容とし
て、まずは組織間管理会計研究に影響を与えたバイヤー・サプライヤー関係についての文献
を紹介している。そして、組織間管理会計研究の 2002年当時での現状と課題を示している。
具体的には、管理会計において組織間関係が注目される背景、日本企業のコストマネジメン
トに関する研究、組織間関係の構築に関する研究、組織間関係の実態把握に関する研究の四
点をトピックとして取り上げ、文献を整理している（pp.13-26）。
　瀬古・坂根（2004）は、まず欧米の組織間管理会計研究について、「研究トピックス」、「研
究対象となる実務」、「分析の理論的枠組み」および「研究方法」という四つの視点で整理を
行っている。そして、研究トピックスについての動向から、組織間管理会計研究の主要領域
を「組織間コストマネジメント」、「組織デザインとマネジメントコントロール」および「パー
トナーシップと管理会計」であると導出し、それぞれの領域についての文献の整理を行って
いる（pp.58-71）。
　窪田（2005）は、組織間管理会計研究の先行研究の論点を、「取引コスト論」、「信頼」、「情
報の共有」、「時間経過ないし段階」および「新たなパースペクティブ」の五点に分類し、そ
手法ベースの組織間管理会計研究の検討
─ 150 ─
れぞれについて先行文献の検討を行っている（pp.170-180）。
　大浦（2006）は、組織間管理会計研究のレビューの枠組みとして、「取引コスト理論」、「ア
クターネットワーク理論」および「構造化理論」という三種類の理論を用いている（pp.63-
73）。
　坂口（2007）は、まず欧米における組織間管理会計研究の進展について、「実務注目期」、
「過渡期」および「研究蓄積期」の三つの段階に分類し、整理している。そして、組織間マ
ネジメントコントロールの構成要因や、各要因間の関係性を検討した代表的な研究について
の紹介を行っている（pp.118-126）。
　窪田・大浦・西居（2008）は、フレームワークとして「条件要因」、「プロセス」、「構造」
および「成果」という四つの観点に基づき、それぞれと関連する組織間管理会計研究のレ
ビューを行っている。また、それに加えて組織間関係の継時的な変容に関する研究の検討も
行っている（pp.117-122）。
　坂口・河合（2011）は、サーベイ研究という観点から、組織間管理会計研究についての
レビューを行っている（pp.31-37）。国内においては、上記のような組織間管理会計のレ
ビュー研究が行われている。
3.3　組織間管理会計のレビューの整理
　組織間管理会計について、どのようなレビューが行われているかについて、上記のように
文献を示してきた。それを踏まえて、組織間管理会計に対しての既存のレビューについての
整理を行う。組織間管理会計を対象にしたレビューにおいて、主にレビューの枠組みとして
使われているのが、取引コスト理論やアクターネットワーク理論などの、組織間管理会計研
究に採用されている経済学的・社会学的な理論である。Meira et al.（2010）、窪田（2005）、
大浦（2006）においては、何らかの形で組織間管理会計系研究に採用されている理論が、
レビューの対象となっている。
　社会学的・経済学的理論以外に用いられている枠組みとしては、コストマネジメントやマ
ネジメントコントロールが多い。Anderson and Dekker（2009a, 2009b）はコストマネジメ
ント、Caglio and Ditllo（2008）や坂口（2007）はマネジメントコントロールを、枠組みと
した議論である。また、瀬古・坂根（2004）はコストマネジメントとマネジメントコントロー
ルの両方を、レビューのトピックとして取り上げている。
　その他としては、明確なフレームワークの採用されていない坂口（2002）、「条件要因」、
「プロセス」、「構造」および「成果」を取り上げた窪田・大浦・西居（2008）、サーベイ研
究にレビューを限定した坂口・河合（2011）などのレビューも存在している。
　このように、理論ベースのレビューや、コストマネジメントやマネジメントコントロール
といった枠組み基づいたレビューが多く行われている一方で、組織間管理会計研究が、どの
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ような管理会計手法に対して行われて、その結果としてどのような知見を得られているかを
整理するような、管理会計手法ベースのレビューが行われていないことが確認できた。
4.　組織間管理会計と管理会計手法の関連
　前節において、組織間管理会計研究についての、管理会計手法ベースのレビューが行われ
ていないことを示した。そこで、組織間管理会計研究の知見の普遍性を確認し、その上で管
理会計実務に組織間管理会計研究の知見を役立てていくための基盤を作ることを目的とし
て、組織間管理会計と多様な管理会計手法との関連について分析を行っていく。
4.1　分析の前提
　組織間管理会計と具体的な管理会計手法の関連について、分析を行っていくための前提と
して、二点を示す。一点目として、本研究における組織間管理会計研究の範囲について示す。
組織間管理会計研究は、第二節で説明したように、日本における原価企画が海外において注
目を集めたことを発端として成立した。そのため、一般的に文献レビュー等で組織間管理会
計研究として扱われるような研究が取り扱っている管理会計手法は、そのほとんどが原価企
画である。その一方で、一般には組織間管理会計研究として扱われていないような研究でも、
組織の境界を越えた管理会計を研究対象としている文献は、多く存在している。
　組織間管理会計研究が、今まで管理会計手法をどのように扱ってきて、今後どのような管
理会計手法を対象としていくべきなのかを分析するためには、区別を行いつつ、両方の種類
の研究を分析対象とする必要がある。そこで、本研究においては便宜上、組織間管理会計研
究を「狭義の組織間管理会計研究」と、「広義の組織間管理会計研究」の二つに分類する。「狭
義の組織間管理会計研究」とは、一般的に組織間管理会計研究として扱われているような研
究である。具体的には、初期の組織間管理会計研究のように、日本の原価企画に着目した海
外の文献や、原価企画等に着目した結果として得ることができた「情報共有」、「信頼」およ
び「コントロール」などに関する組織間管理会計の論点を、管理会計手法の分析に援用して
いる研究が該当する。
　一方で、「広義の組織間管理会計研究」は、組織間管理会計研究の論点を援用していない
ために、一般的には組織間管理会計研究として扱われていないが、組織の境界を越えた管理
会計の活用を取り扱っている研究である。広義の組織間管理会計研究には、原価企画以外の
管理会計手法の組織の境界を越えた活用について議論している研究が多い。一方で、海外で
組織間管理会計研究が成立する以前に、原価企画のサプライチェーンにおける活用を議論し
ているような日本の原価企画研究なども、分類上は広義の組織間管理会計研究となる。
　二点目として、分析対象とする管理会計手法をリストアップする。本研究で分析の対象と
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する管理会計手法は、原価企画、ABC、品質原価計算、BSC、スループット会計、環境管
理会計、MFCAの七種類である。この七種類の管理会計手法は、リサーチによって、何ら
かの形で組織の境界を越えた活用について議論されていることが確認された。
4.2　原価企画
　原価企画は、神戸大学管理会計研究会（1992）において、「原価発生の源流に遡って、
VEなどの手法をとりまじえて、設計、開発さらには商品企画の段階で原価を作り込む活動」
（p.88）と定義されているような管理会計手法である。原価企画を対象とした組織間管理会
計研究には、加登（1993）、Carr and Ng（1995）、Cooper and Slagmulder（1999）、Mou-
ritsen, Hansen, and Hansen（2001）などがある。
　加登（1993）は、代表的な国内の原価企画研究の一つである。特にバイヤー・サプライヤー
間の原価企画に限定した文献ではないが、例えば、原価企画のインフラストラクチャーの一
つとして、日本的なサプライヤー関係が指摘されているように、バイヤー・サプライヤー間
における原価企画についても議論されている（pp.79-115）。この研究は、バイヤー・サプラ
イヤー間の情報共有や信頼関係を議論しているが、組織間管理会計の体系成立以前の研究な
ので、組織間管理会計由来の「情報共有」、「信頼」および「コントロール」を検討している
わけではない。そのため、広義の組織間管理会計研究として位置付けられる。
　Carr and Ng（1995）においては、日産の子会社である英国日産を取り上げ、相違点はあ
るものの、日本と同様にサプライチェーンを巻き込んだ原価企画が行われていることが示さ
れている（pp.347-364）。この研究は、組織間における原価企画に着目した初期の海外の研
究の一つであり、狭義の組織間管理会計研究として位置付けられる。
　Cooper and Slagmulder（1999）は、海外の視点からの組織間コストマネジメント、特に
原価企画についての包括的研究を行っている代表的な研究である。原価企画に関しては、例
えば、製品設計の際の組織間コストマネジメントにおいて、中心的な存在であると説明され
る（p.163）。この研究は、組織間管理会計の論点の説明で先述したように、組織間の情報共
有や信頼について検討を行っているため、狭義の組織間管理会計に位置付けられる。
　Mouritsen, Hansen, and Hansen（2001）においては、アクターネットワーク理論に基づい
て、二社のケーススタディが行われた。その内の一社において原価企画が採用されていた
（pp.226-231）。この研究は、日本の原価企画に着目した初期の組織間管理会計研究を発展さ
せる形で、原価企画を研究対象としている点で、狭義の組織間管理会計研究として位置付け
られる。
　代表的な研究を示したが、これ以外にも海外においては、原価企画を対象とした組織間管
理会計研究は広く行われている。また、国内の原価企画研究に関しても、バイヤー・サプラ
イヤー間における原価企画について検討している文献は全て、広義の組織間管理会計研究と
手法ベースの組織間管理会計研究の検討
─ 153 ─
見なすことができる。
　以上のような整理を踏まえた上で、原価企画を対象とした組織間管理会計研究についての
全体的な動向をまとめる。日本の原価企画実務が海外に紹介されたことが組織間管理会計研
究の発端である。そのため、原価企画について取り上げた、海外における狭義の組織間管理
会計研究が多く存在する。一方で、原価企画は元々日本において発展した実務であり、その
結果として国内には多くの原価企画研究の蓄積が存在する。結果として、原価企画について
の組織間管理会計研究は、海外・国内や、狭義・広義を問わず、多くの研究蓄積が存在して
いる。
4.3　ABC
　ABC（Activity based costing）は、Cooper et al.（1992）において以下のように説明され
るような管理会計手法である。ABCのシステムは伝統的な原価計算とは異なっている。す
べての経営資源は、資源を消費するアクティビティ毎にモデル化され、アクティビティのコ
ストは製品、サービス、顧客、プロジェクトといったアウトプットに結び付けられる（p.10）。
　ABCを対象とした組織間管理会計研究には、LaLonde and Pohlen（1996）、Lin, Collins, 
and Su（2001）、Dekker（2003）、浜田（2006）、皆川（2008）、Yanpirat and Choatheitma-
nut（2014）などがある。
　LaLonde and Pohlen（1996）は、ABCはサプライチェーンのパフォーマンスを評価する
ための手法として注目を集めているが、ABCをサプライチェーンマネジメントで活用する
ための方法論は不十分であると指摘している（p.3）。この研究は、「情報共有」、「信頼」お
よび「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研
究であると位置づけることができる。
　Lin, Collins, and Su（2001）は、ABCをサプライチェーンに統合する上で、物流関係の
アクティビティとABCの関係性を理解する必要があると主張している。また、サプライ
チェーンにABCを導入する際の課題について提示している（pp.704-710）。この研究は、「情
報共有」、「信頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義
の組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　Dekker（2003）は、英国のスーパーマーケットチェーンである、Sainsbury 社のサプライ
チェーンでの、ABCに基づいたサプライチェーンにおけるコスト分析について、ケースス
タディを行っている。特に、サプライヤーのSainsbury 社へのコスト情報の提供に関して検
討されている（pp.9-19）。この研究は、当時までの組織間管理会計研究を踏まえて行われた
ものであり、また組織間での情報共有についての議論が行われている、狭義の組織間管理会
計であると位置づけることができる。
　浜田（2006）においては、サプライチェーンマネジメントにおいてABCを用いることに
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よって、活動ごとのコストが明らかになり、それをサプライチェーンに結びつけることに
よってサプライチェーンごとのコストが明らかになると主張されている。そして、その計算
結果は、購買管理や販売管理に役立てることができると主張されている（pp.113-115）。こ
の研究は、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行ってい
ないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　皆川（2008）は、特定のパートナーにおける諸活動での資源消費量は、他のパートナー
における活動の内容によって決定的に異なるため、サプライチェーンの全パートナーが一体
となってABCを実施することが効果的である（pp.168-171, 176-179）ことなどを主張して
いる。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行っ
ていないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　Yanpirat and Choatheitmanut（2014）は、サプライチェーンにおけるコスト削減に際し
ての、ABCの活用についての議論を行っている。特に、DEA（Data Envelopment Analy-
sis）という、数学的なプログラムを用いて相対的に効果的な意思決定を推測するための方
法論を、アクティビティの効率性の測定に活用することを提案している。具体的なABCの
活用プロセスについて示した後、実際にこの方法論を用いたタイの企業についてのケースス
タディも行っている（pp.1-8）。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」
に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づける
ことができる。
　ここで示した以外にも、ABCに関して、サプライチェーンマネジメントと関連して議論
している海外の広義の組織間管理会計研究については、ある程度の研究蓄積が存在する。
　以上のような整理を踏まえた上で、ABCを対象とした組織間管理会計研究についての全
体的な動向をまとめる。ABCを対象とした狭義の組織間管理会計研究は、研究蓄積は少な
いとはいえ、Dekker（2003）によって行われている。これは、主に管理会計手法としては、
原価企画を取り上げることの多い狭義の組織間管理会計研究としては、例外的である。一方
で、ABCを対象とした広義の組織間管理会計は、日本においても海外においても研究蓄積
が存在する。このように、様々な研究蓄積が存在するのは、ABCという管理会計手法自体
に研究蓄積が豊富なので、結果としてABCの組織間の活用を取り上げた研究蓄積も豊富と
なっているためであると推測できる。
4.4　品質原価計算
　品質原価計算とは、企業の品質問題を貨幣評価するための管理会計手法である。Feigen-
baum（1991）においては、品質原価計算は、品質プログラムにおける投資を、原価の削減
や利益向上などとして評価するための基礎であり、品質システムの経済性の基盤となるもの
であると説明される（p.110）。
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　品質原価計算を対象とした組織間管理会計研究には、Winchell（1986）、O’Guin（1991）、
Carr and Ittner（1992）、ASQ Quality Costs Committee（1999）、伊藤（1999, 2005）、朴
（2006）、Ramudhin, Alzaman, and Bulgak（2008）、Srivastava（2008）などがある。
　Winchell（1986）は、バイヤーにとってサプライヤーの品質原価のマネジメントは重要で
あるが、その多くが隠れた品質原価として可視化されない状態にあると主張している。そし
て、バイヤーがどのようにサプライヤーの品質原価をマネジメントすれば良いかについて提
案を行っている（pp.368-373）。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」
に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づける
ことができる。
　O’Guin（1991）は、ABCによって品質原価を原価計算システムと関連付けることを主張
している（pp.117-125）。特に品質原価計算の組織間での適用に関して、ABCによって品質
原価を計算する利点についての指摘を行っている（pp.72-77）。この研究は、「情報共有」、「信
頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理
会計研究であると位置づけることができる。
　Carr and Ittner（1992）は、バイヤーが、サプライヤーから製品を購入するときに、単に
価格だけでなくTCO（total cost of ownership）に注目していること、TCOの削減にはサプ
ライヤーとの長期的な関係が必要であることを指摘している。TCOには、純粋な購入費用
だけでなく、在庫保有費用、品質失敗原価、輸送失敗による費用などが含まれる。Carr and 
Ittner は、特に TCOの中でも品質や輸送に注目している企業の事例について中心的に紹介
している。また、TCO情報の共有がサプライヤーとの連携の強化に繋がっていることが示
されている（pp.42-51）。この研究は、TCO情報の共有などを指摘しているが、組織間管理
会計研究由来の「情報共有」、「信頼」および「コントロール」を議論してはいないため、広
義の組織間管理会計研究に位置付けられる。
　ASQ Quality Costs Committee（1999）は、サプライヤー格付けのためにQCPI（quality 
cost performance index）という指標が用いられているということや、その活用法を示して
いる。QCPI は、サプライヤーの品質原価と、サプライヤーからの購入費用を合計した金額
を、購入費用で割ることによって求める（pp.74-80）。この研究は、「情報共有」、「信頼」お
よび「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研
究であると位置づけることができる。
　伊藤（1999）は、前述したWinchell の議論に基づいてサプライヤーの品質原価が隠れた
品質コストであることを指摘している。また、ISO9000 シリーズの普及がサプライヤーの
品質原価低減に寄与していると指摘している（pp.150-153）。この研究は、「情報共有」、「信
頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理
会計研究であると位置づけることができる。
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　伊藤（2005）は、日本のバイヤー・サプライヤー関係に合わせた組織間での品質原価計
算の活用法や（pp.152-165）、ISO/TS16949 という自動車業界の品質規格において、品質
原価の分析が要求されていることや（pp.4-6）、ホンダにおいて取引先に品質原価の測定と
報告を義務付けていること（p.105）を指摘している。この研究は、サプライチェーン全体
での品質原価情報の共有などを検討しているが、組織間管理会計研究由来の「情報共有」、
「信頼」および「コントロール」を議論してはいないため、広義の組織間管理会計研究に位
置付けられる。
　朴（2006）は、前述したO’Guin の議論に基づいて、隠れた品質原価測定のためにABC
を導入することを指摘している（pp.193-194）。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コ
ントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研究である
と位置づけることができる。
　Ramudhin, Alzaman, and Bulgak（2008）は、サプライチェーンの総原価を品質原価も含
めて算定するモデルを開発している。その上で、仮のサプライチェーンを想定し、そこに仮
定値を代入して、サプライチェーン総原価の分析を行っている（pp.72-82）。この研究は、「情
報共有」、「信頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義
の組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　Srivastava（2008）は、先行研究のレビューを行い、品質原価計算研究においてサプライ
チェーンにおける品質原価について注意が払われてこなかったことを指摘している。その上
で、インドの製薬会社のサードパーティーにおける品質原価の見積もりを行っている。
（pp.195-203）。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」に関する直接的
な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
また、上記で取り上げた以外にも、品質原価計算についての海外における広義の組織間管理
会計の蓄積が存在する。
　上記のような整理を踏まえた上で、品質原価計算を対象とした組織間管理会計研究につい
ての全体的な動向をまとめる。品質原価計算を取り上げた狭義の組織間管理会計研究は存在
していない。狭義の組織間管理会計研究は、管理会計手法としては主に原価企画を中心に取
り上げているため、品質原価計算がその対象となっていない状況は、自然である。一方で、
海外における広義の組織間管理会計研究の蓄積は豊富であり、日本でも一部の広義の組織間
管理会計研究が行われている。その理由は、組織間における品質原価計算が、実務レベルで
既にある程度実施されているためであると想定できる。実務の存在が無くとも、理論レベル
の検討はできるかもしれない。とはいえ、実際に実務を観察して研究を行うことができる状
況であれば、理論レベルの検討だけしかできない状況よりも、研究が進展しやすくなること
が推測される。
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4.5　BSC
　BSC（Balanced scorecard）は、Kaplan and Norton（1996）によって、以下のように説
明されるような管理会計手法である。BSCには、伝統的な財務指標も含まれるが、それだ
けでは不十分である。財務の視点、顧客の視点、内部プロセスの視点、学習の視点といった
四つの視点によって、目標や業績指標が組織のビジョンや戦略と結びつく（pp.7-8）。
　BSCを対象とした組織間管理会計研究には、Brewer and Speh（2000）、浜田（2002a, 
2006）、Bhagwat and Sharma（2007）、皆川（2008）、矢澤他（2009）、高橋（2011）などが
存在する。
　Brewer and Speh（2000）は、サプライチェーンマネジメントの目標と、BSCを結びつ
けるために、BSCの四つの視点とサプライチェーンマネジメントの関連性や、サプライ
チェーンに適用するためのBSCのフレームワークについて示している。特に、BSCの指標
として、データセットの共有率などが提示されている（pp.84-90）。この研究は、データセッ
トの共有率などについて議論しているが、組織間管理会計研究由来の「情報共有」、「信頼」
および「コントロール」を検討しているわけではないため、広義の組織間管理会計研究であ
ると位置づけることができる。
　浜田（2002a）は、企業間管理としてのサプライチェーンマネジメントにおけるBSCの
活用について考察している。特に、サプライチェーンでBSCを活用する際には、リンケー
ジスコアカードを用いて、重要な指標だけを企業間で共有していくことが望ましいと提案し
ている（pp.2-20）。この研究は、BSCを用いた企業間管理について議論しているが、組織
間管理会計研究由来の「情報共有」、「信頼」および「コントロール」を検討しているわけで
はないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　浜田（2006）は、企業間のサプライチェーンマネジメントのためには財務指標の管理だ
けでは不十分であり、非財務指標も重要であると指摘している。そして、BSCを用いてサ
プライチェーンの財務・非財務の両面からの管理を主張している。そして、サプライチェー
ンマネジメントのためのBSCの指標を提案している。また、BSCの指標としてサプライヤー
とのデータ共有数などが提示されている（pp.118-119）。この研究は、BSCを企業間の管理
のために用いることを議論し、BSCの指標としてデータ共有数を提示しているが、組織間
管理会計研究由来の「情報共有」、「信頼」および「コントロール」を検討しているわけでは
ないため広義の組織間管理会計研究に位置付けられる。
　Bhagwat and Sharma（2007）は、サプライチェーンマネジメントを評価するためのBSC
の指標について、四つの視点それぞれについて示している。そして、サプライチェーンマネ
ジメントのためのBSCを開発する方法を説明している。更に、三社に対してケーススタディ
を行い、スコアカード開発のための組織間のコミュニケーションが欠けていることなどを示
している（pp.53-59）。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」に関する
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直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づけることがで
きる。
　皆川（2008）は、BSCをサプライチェーンに組み込む際の業績評価指標について検討し
ている。特に、業績指標として企業間の情報共有や協調などを提示している（pp.130-138）。
また、サプライチェーンBSCが、パートナー間の目標の一致を促進させると主張している
（pp.176-181）。この研究は、BSCの業績指標と関連させて、企業間の情報共有や協調につ
いて議論しているが、組織間管理会計研究由来の「情報共有」、「信頼」および「コントロー
ル」を検討しているわけではないため広義の組織間管理会計研究に位置付けられる。
　矢澤他（2009）は、サプライチェーンマネジメントにおけるBSCの使用を提唱している。
具体的には、BSCは階層構造となり、複数企業によるサプライチェーンにおいては、サプ
ライチェーンレベルの目標、戦略、業績指標が企業レベルのものに繋がっていくとされる
（pp.43-47）。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」に関する直接的な
議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　高橋（2011）は、地域的サプライチェーンである産業クラスターに対してのBSCの適用
可能性に対して検討を行っている。そして、産業クラスターの分類毎に異なるBSCの適用
が想定されることを指摘している（pp.1-19）。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コ
ントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研究である
と位置づけることができる。これ以外にも、BSCに関して、サプライチェーンマネジメン
トと関連して議論している海外の広義の組織間管理会計研究については、ある程度の研究蓄
積が存在する。
　以上のような動向を踏まえた上で、BSCを対象とした組織間管理会計研究についての全
体的な動向をまとめる。BSCを取り上げた狭義の組織間管理会計研究は存在しない。狭義
の組織間管理会計研究は、管理会計手法としては主に原価企画を中心に取り上げているた
め、BSCがその対象となっていない状況は、自然である。一方で、BSCを取り上げた広義
の組織間管理会計研究は、海外の研究も、日本の研究も存在している。これは、BSC自体
が研究蓄積の多い管理会計手法であり、結果として組織間における活用に関する研究蓄積も
行われているためであると推測できる。
4.6　スループット会計
　スループット会計は、浜田（2006）において、以下のように説明される。スループット
会計においては、売上高－直接材料費がスループットとなり、利益はスループットから業務
費用を引くことによって求めることになる（p.115）。
　スループット会計を対象にした組織間管理会計研究には、浜田（2002b, 2006）、皆川
（2008）、矢澤他（2009）などがある。
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　浜田（2002b）は、スループット会計の計算上、製品を生産した時点では費用が増加する
だけであり、製品のリードタイムを短縮していくことが利益につながることを指摘してい
る。その上で、このようなスループット会計の仕組みがサプライチェーンマネジメントにお
いて目指す方向性と一致していると主張している（pp.26-28）。この研究は、「情報共有」、「信
頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理
会計研究であると位置づけることができる。
　浜田（2006）は、サプライチェーンマネジメントにはスピードが重要であるので、経営
のスピード化に役立つ管理会計手法であるスループット会計が、サプライチェーンにおいて
有効であると指摘している（p.115）。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コントロー
ル」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づ
けることができる。
　皆川（2008）は、スループット会計が成熟製品のサプライチェーンの業績測定に有用で
あると主張し、スループット価格を用いたサプライチェーンのパートナー間の振替価格の導
入を提案している（pp.55-61）。この研究は、「情報共有」、「信頼」および「コントロール」
に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づける
ことができる。
　矢澤他（2009）は、サプライチェーンマネジメントにおける、スループット会計の使用
を検討している。その中で、スループット会計におけるスループット額や、在庫、業務費用
といった情報が重要であることや、情報を単体でなく比率として（例えばスループット /在
庫の比率）活用することも有効であることを指摘している（pp.36-43）この研究は、「情報
共有」、「信頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の
組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　以上のような整理を踏まえた上で、スループット会計を対象とした組織間管理会計研究に
ついての全体的な動向をまとめる。スループット会計を対象とした狭義の組織間管理会計研
究は存在していない。狭義の組織間管理会計研究は、管理会計手法としては主に原価企画を
中心に取り上げているため、スループット会計がその対象となっていない状況は、自然であ
る。その一方で、日本において一部スループット会計を取り上げた、広義の組織間管理会計
研究が存在している。ただし、研究蓄積が少ないのが実情である。その原因について検討す
ると、スループット会計自体が、管理会計手法として研究蓄積の比較的少ない手法であるた
め、結果として組織間における活用についての知見も少なくなっていることが推測できる。
4.7　環境管理会計
　環境管理会計は、矢澤（2004）において、環境影響への対応に関して財務データと非財
務データを利用し、経営管理者の業績評価や意思決定を支援するもの（p.50）、と説明され
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るような管理会計領域である。次の項で取り上げるMFCAも厳密には環境管理会計に含ま
れる管理会計手法であるが、研究蓄積の量などを踏まえて、別枠で検討している。環境管理
会計を取り上げた組織間管理会計研究には、金藤（2006）や山根・淺田（2009）がある。
　金藤（2006）は、環境配慮型サプライチェーンマネジメントのためには、サプライチェー
ン環境会計情報システムの構築が不可欠だと主張している。そして、サプライチェーン環境
会計情報システムの構築について議論している（pp.928-937）。この研究は、「情報共有」、「信
頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行ってはいないため、広義の組織間管
理会計研究であると位置づけることができる。
　山根・淺田（2009）は、環境配慮型サプライチェーンマネジメントのための戦略的マネ
ジメント・コントロールシステムについて検討している。そして、単にサプライヤーと緩や
かなコミュニケーションを取るのではなく、サプライヤーを積極的にメンバーとして組み込
んでいくことが重要であることを示した。特に、メンバーとしてサプライヤーが組み込まれ
ると情報交換が活発になることなどを示した（pp.112-125）。この研究は、環境配慮型サプ
ライチェーンマネジメント関連情報の交換などを議論しているが、組織間管理会計研究由来
の「情報共有」、「信頼」および「コントロール」を検討しているわけではないため、広義の
組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　以上のような整理を踏まえた上で、環境管理会計を対象とした組織間管理会計研究につい
ての全体的な動向をまとめる。環境管理会計を対象とした狭義の組織間管理会計研究は存在
していない。狭義の組織間管理会計研究は、管理会計手法としては主に原価企画を中心に取
り上げているため、環境管理会計がその対象となっていない状況は、自然である。その一方
で、日本において一部環境管理会計を取り上げた、広義の組織間管理会計研究が存在してい
る。ただし、研究蓄積が少ないのが実情である。その原因について検討すると、環境管理会
計自体が、管理会計手法として研究蓄積の比較的少ない手法であるため、結果として組織間
における活用についての知見も少なくなっていることが推測できる。
4.8　MFCA
　MFCA（Material flow cost accounting は、経済産業省（2002）において、投入された原
材料（主原料・補助原料に区別なくすべて、マテリアルと総称する）を物量で把握し、マテ
リアルが企業内若しくは製造プロセス内をどのように移動するかを追跡する（p.79）、と説
明されるような管理会計手法である。
　MFCAを取り上げた組織間管理会計研究には、國部・下垣（2007）、東田（2008）、中嶌
（2010）、中山（2011）國部（2012）などがある。
　國部・下垣（2007）は、MFCAを企業間に拡大することによって、マテリアルロスが効
果的に削減されると主張している。特に、サプライチェーンMFCAにおける情報共有に関
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して、信頼関係が重要であることや、コスト情報の共有は難しいとはいえ物量情報の共有で
十分な効果があることなどを示している（pp.37-43）。この研究は、MFCAに関しての情報
共有や信頼について議論しているが、組織間管理会計研究由来の「情報共有」、「信頼」およ
び「コントロール」を検討しているわけではないため広義の組織間管理会計研究に位置付け
られる。
　東田（2008）は、MFCAを導入した二社の事例に基づき、MFCAのサプライチェーンへ
の拡張について議論している。そして、結論としてマテリアルフロー情報の共有の難しさや、
両方の事例でマテリアルロスの削減に成功していることを示している（pp.122-128）。この
研究は、マテリアルフロー情報の共有について議論しているが、組織間管理会計研究由来の
「情報共有」、「信頼」および「コントロール」を検討しているわけではないため広義の組織
間管理会計研究に位置付けられる。
　中嶌（2010）は、MFCAをサプライチェーンに拡張することで、サプライヤーにおける
マテリアルロスの改善ポイントへの対策ができると主張している（pp.8-11）。この研究は、
「情報共有」、「信頼」および「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、
広義の組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　中山（2011）においては、株式会社京写におけるサプライチェーン全体を対象とした
MFCA導入によって、製造プロセスにおけるロスの見える化などが可能になったことが示
されている。特に、分析の結果、製造上の課題の改善に向けて、協働や情報の共有の必要性
などが指摘されている（pp.46-54）。協働や情報の共有の必要性を議論しているが、組織間
管理会計研究由来の「情報共有」、「信頼」および「コントロール」を検討しているわけでは
ないため、広義の組織間管理会計研究であると位置づけることができる。
　國部（2012）は、国際シンポジウムにおけるMFCAの動向について検討している。そして、
日本以外でもドイツや韓国において、MFCAのサプライチェーンへの適用が重要であると
いう共通見解が存在すると指摘している（pp.54-58）。この研究は、「情報共有」、「信頼」お
よび「コントロール」に関する直接的な議論を行っていないため、広義の組織間管理会計研
究であると位置づけることができる。
　以上のような整理を踏まえた上で、MFCAを対象とした組織間管理会計研究についての
全体的な動向をまとめる。MFCAを対象とした狭義の組織間管理会計研究は存在していな
い。狭義の組織間管理会計研究は、管理会計手法としては主に原価企画を中心に取り上げて
いるため、MFCAがその対象となっていない状況は、自然である。その一方で、日本にお
いては、MFCAを取り上げた広義の組織間管理会計研究が、それなりに蓄積されている。
その理由として、MFCAに関しては、海外よりも国内の方が議論が盛んであること、実務
において組織間におけるMFCAの活用が確認されているため研究として取り上げやすいこ
とを指摘できる。
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4.9　分析の結果と考察
　上記の文献の整理を踏まえ、組織間管理会計と管理会計手法との関連について分析してい
く。まずは、整理の結果を簡単にまとめる。
　既に狭義の組織間管理会計としての研究蓄積がある管理会計手法は、主に原価企画であっ
た。これは、組織間管理会計の元々の発端が原価企画への着目であるからして、当然である。
他にはDekker（2003）のように、ABCという原価企画以外の管理会計手法を取り上げた、
狭義の組織間管理会計も存在している。
　一方で、狭義の組織間管理会計研究は行われていないが、広義の組織間管理会計としての
研究蓄積がある管理会計手法は、品質原価計算、BSC、MFCAであった。そして、スループッ
ト会計と環境管理会計に関しては、確かに一部では、組織の境界を越えた活用について議論
は行われているものの、その研究蓄積が少ないことがわかった。
　このような状況を踏まえた上で、組織間管理会計と管理会計手法の関連について、全体像
を述べる。まず、狭義の組織間管理会計が行われている管理会計手法は原価企画とABCだ
けであり、あまり多くないことが分かる。次に、広義の組織間管理会計は、狭義の組織間管
理会計の行われていない多くの管理会計手法に対して行われていることが分かる。
　そして、現状で広義の組織間管理会計しか行われていない管理会計手法に対して、組織間
管理会計の論点に基づいて、狭義の組織間管理会計を行う必要がある。その理由は二点存在
する。一点目は、多様な管理会計手法に対して、組織間管理会計における信頼やコントロー
ルなどについての知見を当てはめることができるのかを確認することで、組織間管理会計研
究の普遍性を示すことができるという理由である。現時点では、狭義の組織間管理会計の対
象となっている管理会計手法は多くない。そのため、組織間管理会計研究による知見と管理
会計手法の関連は、主に原価企画に対してしか明らかになっていない。これを拡張するため
に、現時点で広義の組織間管理会計が行われている管理会計手法に対して、組織間管理会計
の知見を援用して狭義の組織間管理会計を行う必要がある。多様な管理会計手法に対して組
織間管理会計の知見が有効であることを示す事によって、組織間管理会計が、単に原価企画
に関する知見ではない、管理会計一般に普遍的に適用可能な知見であるということを示すこ
とができる。
　二点目は、現状で組織間での活用について議論はされているが、狭義の組織間管理会計研
究の対象となっていない管理会計手法を組織間管理会計の論点と関連させて分析することに
よって、組織間で管理会計実務を行っていく際に活用できる新たな視点を得ることができる
という理由である。確かに狭義の組織間管理会計が行われている管理会計手法は原価企画が
中心であったが、それ以外にも多くの管理会計手法に関して、広義の組織間管理会計研究の
形で、組織の境界を越えた活用について議論が行われていることが判明した。ただし、広義
の組織間管理会計研究には、組織間管理会計研究によって蓄積された知見との結びつきは存
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在していない。そこで、組織間管理会計の知見を、今まで広義の組織間管理会計しか行われ
てこなかった管理会計手法に対して活用することによって、組織間において管理会計を活用
する際の、新たな知見を得ることができる。
　次に、具体的に狭義の組織間管理会計を優先的に行っていくべき管理会計手法について述
べる。研究の優先順位をつける理由は、現時点で組織間管理会計と関連させることで研究成
果が出る可能性が高い管理会計手法を識別し、なるべく早い段階で組織間管理会計研究の新
たな成果を生み出すためである。
　現状すでに狭義の組織間管理会計の対象となっている管理会計手法は、原価企画とABC
であった。この二つの手法は、他の管理会計手法と比較すると、改めて狭義の組織間管理会
計研究を行う必要が薄いため、研究の優先順位は落ちることになる。
　そして、広義の組織間管理会計だけが行われている管理会計手法は、品質原価計算、
BSC、MFCA、環境管理会計、スループット会計であった。このうち、環境管理会計とスルー
プット会計に関しては、現状では広義の組織間管理会計としての知見も少ないため、狭義の
組織間管理会計を行う優先順位は低いと判断できる。一方で、品質原価計算、BSC、
MFCAについては、現状で広義の組織間管理会計としての知見が蓄積されているので、既
存の研究を組織間管理会計の論点に基づいて、再検討していく必要がある。
　それでは、品質原価計算、BSC、MFCAについて、研究の優先度を順位づけするなら、
どのような結果になるだろうか。まず、BSCについては、品質原価計算やMFCAよりも優
先順位が落ちることになる。その理由は、現時点で実務において有効に活用されている事例
が報告されている品質原価計算とMFCAに比べると、ほぼ理論レベルでの検討しか行われ
ていないBSCは、実務において組織間で本当に有効に活用可能であるか、現時点では結論
を下せないことである。
　さらに、品質原価計算とMFCAを比較するとどうなるだろうか。どちらの管理会計手法
についても、理論レベルでも実務レベルでも、組織間での活用について検討が行われている。
そのため、組織間で実際に有効に活用していくことが可能な手法であると推測される。ただ
し、品質原価計算とMFCAを比較したときに、品質原価計算は海外・国内を問わず製造業
で活用されていて、研究も両方で行われているのに対し、MFCAは、主に議論も実務も日
本国内が中心である。そのため、組織間管理会計の知見を、管理会計実務の向上のために役
立てるには、品質原価計算と組織間管理会計を関連させて検討していく方が、MFCAより
も優先順位は高くなる。
　このように考えると、まず最優先で行うべきは、品質原価計算についての狭義の組織間管
理会計研究であることが分かる。次いでMFCAについての狭義の組織間管理会計研究を行
うべきであり、BSCが更にそれに続くことになる。それ以外の管理会計手法に関しては、
現状で既に狭義の組織間管理会計研究が行われている手法か、あるいは組織間での適用に関
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する研究蓄積自体が少ない管理会計手法であり、研究の優先順位は高くないことになる。特
に、品質原価計算やMFCAに関しては、実際に組織間において有効に活用されているケー
スが確認されているので、単に先行研究を組織間管理会計の知見に基づいて再検討するだけ
ではなく、組織間管理会計研究に基づいた形でのケーススタディやフィールドワークなども
求められることになる。
5.　おわりに
　まず、改めて本研究の内容をまとめる。本研究でははじめに、組織間管理会計についての
レビューについての検討を行い、組織間管理会計と管理会計手法の関連についてのレビュー
が行われていないことを示した。次に、組織間管理会計と管理会計手法の関連について、ど
のような研究が行われているかを、狭義の組織間管理会計研究と、広義の組織間管理会計研
究の二つに分けて整理した。
　次に、本研究の結論として、組織間管理会計研究における課題と、将来研究の展望につい
て述べる。本研究によって、組織間管理会計と管理会計手法との関連を整理することによっ
て、組織の境界を越えた活用について、議論がなされているにも関わらず、組織間管理会計
の論点と関連させた分析が行われていない管理会計手法が多く存在することが確認された。
そして、将来の組織間管理会計研究の展望としては、優先順位の高い方から順に、品質原価
計算、MFCA、BSCについて、組織間管理会計の論点に基づいた分析を行っていく必要が
あることを示した。特に、品質原価計算とMFCAに関しては、単に既存の文献を再検討す
るだけでなく、組織間管理会計研究の知見に基づいた形でのケーススタディなどが求められ
ることを示した。
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